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２０１５年 
文書情報マネジメント関連市場 

ユーザー動向調査結果の概要について 

 

公益社団法人 日本文書情報マネジメント協会(JIIMA) 

 

JIIMA では毎年、我が国における文書情報マネジメントに関する市場調査を実施し、公表しています。 

本年度(2015 年)は、国内文書情報マネジメント市場のユーザー動向について、特に税務関係書類のスキャ

ナ保存が大幅に規制緩和された効果など、インターネット調査した結果を取り纏めましたので、その概要を

報告致します。本調査は 2013 年から継続した調査となります。 

 

１．調査期間、調査方法 

2015 年 5 月～6 月、文書管理に関心があり、電子帳簿保存法の基礎知識を持つ企業に所属する組織人を 300

名選別し、web 調査システムによるアンケートの結果を集計したものです。 

特に電子帳簿保存法については、事前に予備調査を行って基礎知識のある方々を調査対象としたほか、より質

の高い調査となるように、文書管理担当者、内部統制担当者、財務経理担当者の回答比率を概ね

30％基準とし、その他を経営層中心に選別しました。また調査対象者は、文書管理系システムの導入

先が 50％、非導入先が 50％となるように、あらかじめ割り当てました。 

なおこの調査は、2013 年から 3 年間継続して調査していますので、同一質問項目については、必要に

より 3 年間の比較考察も行っています。 

なお本調査は「株式会社日経リサーチ」に委託して、実施致しました。 

 

[過去 3 年間の回答者の職種] 
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２．主要調査項目 

本エンドの調査項目は 51 項目に及びますが、主要内容は以下の通りです。 

・文書情報マネジメントに対する意識の変化（2 項目） 

・電子帳簿保存法への取り組み（3 項目） 

・国税関係書類スキャナ保存の規制緩和への対応（19 項目） 

・電子契約への取り組み（5 項目） 

・文書情報マネジメント製品/システム導入状況（10 項目） 

・文書情報マネジメント製品/システム未導入理由（2 項目） 

・クラウド、ビッグデータ、SNS への取り組み（7 項目） 

・文書情報マネジメントの社内展開状況（3 項目） 

 

３．税務関係書類の規制緩和 調査対象者の認知度 

 

本年度の税制改正で、9 月末からのスキャナ保存要件の大幅な緩和について「聞いたことがある」ま

で含めると、全体の 3/4 が認知しており、予備調査を行って基礎知識のある方々を調査対象とした効果が

出ている。 

 

４．税務関係書類の規制緩和 効果が高いと評価される項目 

 
３万円未満に限る金額制限が撤廃されることが 52％、スキャナ保存対象書類から作成される関係

帳簿について電子帳簿保存の事前承認が不要になることが 48％、実印相当の電子署名が不要と

なったことも 45％を占めた。この 3 項目の相乗効果による電子化促進が期待される。 

 

 

 

スキャナ保存が促進されると思われる見直し項目 (N=300、複数回答)

 契約書、納品書、送り状、請求書、領収書等及
びこれらの写しのスキャナ保存の対象が３万円
未満となっていたものが、撤廃されること

 個人の実印相当の電子署名が不要になること

 スキャナ保存対象書類から作成される関係帳
簿について電子帳簿保存の事前承認が不要に
なること

 その他
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５．税務関係書類の規制緩和 46％が 2 年以内に対応と回答 

 

今回実現した規制緩和について、今後の対応予定を尋ねた。1 年以内に対応検討先が 33.7％、2 年

以内に対応まで合わせると 46.4％と、半数弱が検討すると回答している。また「他のスキャナ保存要

件緩和も行われた場合に対応を考えたい」も 1/3 に達しており、さらなる緩和を望む声も多い。 

対応予定なしは 22％であった。 

 

６．電子契約の導入・検討状況 

 

紙書類を使わず電子文書の交換で行う電子契約について、導入・検討状況を尋ねた。「導入してい

る」は 1 割強に留まるが、「検討している」が３割近くに達し、今後の拡大に期待ができる。 

 

また別質問で、電子契約のメリットを尋ねたところ、「印紙税がかからない」が 54％、各種書類の作

成・授受に伴う「コスト削減」や「効率向上」、「保管に伴うコスト削減」が 46％～42％認識されている。 
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７．文書情報マネジメントシステムのメーカー別導入状況と、拡張・導入予定 

 

文書情報マネジメント関連システムのメーカー別の導入状況を調査した結果では、富士ゼロックス、

日本マイクロソフト、日本ＩＢＭ、アドビシステムズ、リコー、日立製作所、富士通の順に導入比率が

高い。富士ゼロックスは３年連続で 20％台をキープしている。 

また文書情報マネジメントに関連したシステムの今後については、上記グラフの通り、４割が新規導

入や拡張を予定しており、昨年から引き続き堅調に推移している。システムの導入・拡張は予定して

いない、と回答した比率は 2013 年度 51％に対して、2014 年 33％、2015 年 38％となっている。 

 

 

 

 

 

その他、文書情報マネジメント関連システムについてユーザーが求めている拡張機能や用途目的な

ども調査しているので、詳しくは「2015 年 文書情報マネジメント関連市場 ユーザー動向調査」報告

書（電子版）を参考ください。 

 

 

「2015年 文書情報マネジメント関連市場 ユーザー動向調査」報告書は、JIIMAにてCD-ROM版を

50,000 円＋税で頒布致します。 お申込みは、次頁の FAX 申込用紙にご記入の上、送信下さい。 

 

本件のご質問 

JIIMA 専務理事 長濱和彰 

nagahama@jiima.or.jp      

Tel.03-5821-7351  Fax.03-5821－7354 

 システムの拡張を予定している

 システムの利用をやめる

 わからない

文書情報マネジメントに関連したシステムの今後の利用予定

 システムの新規導入を予定している

 特にシステム新規導入、拡張は

予定していない
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